
入 塾 約 款 
第１条（契約の成立） 
 ひらめき実践塾入塾契約者（以下「甲」という）は、入塾契
約書（以下「契約書」という）の内容及び以下の条項を承諾の
うえ、本日、ひらめき実践塾（以下「乙」という）に対して入
塾の申し込みを行い、乙がこれを承諾した場合において、契約
が成立します。 
 
第２条（役務の提供および対価の支払） 
１ 役務の提供 
(1) 乙は、甲に対し、乙の定める学習指導カリキュラムの中
から、甲が選択した契約書記載の内容の役務を提供します。 

(2) 乙は、原則１カ月に４回（１週間に１回）の授業を実施
致します。但し、授業が学校行事や長期休暇などの妨げとな
ることを避けるため、１カ月に３回若しくは５回の授業を
行うことがあります。このため、乙は各月開始の１カ月前ま
でに、甲に対して授業日程表を提供します。 

２ 対価の支払い 
 甲は、入塾金、授業料、その他契約書に記載された金額を、
乙に対して、以下の要領で支払うこととします。 

(1) 支払方法は、銀行口座振込とします。振込に手数料がか
かる場合は、その手数料は甲が負担するものとします。 

(2) 授業料の支払期日は前月２０日までとし、その他の支払
期日については契約書に示す時期とします。 

 
第３条（学習指導の形態） 
 学習指導の形態は、一斉指導とし、所定の教室内で所定の指
導時間内に一人の講師が授業形式で指導するものとします。 

 
 
第４条（学習指導の開始日） 
 本契約において、学習指導の開始日とは、契約書に記載した
契約期間の開始日とし、所定の教室において学習指導がなされ
ている限り、現実の受講の有無は問わないものとします。 
 
第５条（学習指導の実施場所） 
 乙は、契約書記載の場所において学習指導を行います。 
但し、やむを得ない事情がある場合には、他の場所に移動する
ことがあります。 
 
第６条（学習指導期間と契約期間） 
 学習指導期間は、契約書に記載された契約期間内とします。 
１ 契約期間は１カ月を基本とします。 
２ 甲または乙による契約解除の意思表示がない限り、ひらめ
き基礎コースは小学４年生修了月まで、ひらめき応用コース
は小学校卒業月まで、本契約は１カ月ごと自動更新されるも
のとします。その際の更新料は発生しないものとします。 

 
第７条（関連商品） 
 学習指導上、購入が必要な教材はありません。 
 
第８条（解 約） 
１ 甲からの解約については以下の通りとします。 
(1) 契約期間開始前の場合 

   乙は、契約期間開始前に甲から契約解除の意思表示あっ
た場合は、契約の締結及び履行のために通常要する費用と
して、１万円（入塾金相当額）を損害賠償請求できるもの
とし、それを超える金額を受け取っている場合は、その金
額を全額返還するものとします。 

(2) 契約期間開始後の解約 
   甲は、契約期間開始後に契約解除を希望する場合、契約

解除を希望する月の５日までに乙に意思表示するものとし、
解約日は月末とします。また、甲の意思表示が５日を過ぎ
た場合は翌月末を解約日とします。 

 (3) 契約期間開始後の即時解約 
   甲が、第８条（２）によらず、乙に対して直ちに契約解

除したい旨の意思表示をした際は、当月の授業料及び契約
解除によって通常生ずる損害の額として１カ月分の授業料
に相当する金額を損害賠償請求できるものとします。 

(4) 甲が、契約解除を乙に意思表示する際は、文書またはメ
ールにより実施するものとします。この際、乙が文書を受
領またはメールを受信した日を意思表示した日とします。 

２ 契約解除月に、授業料の割引等の適用を受けている場合、
その適用を無効とし、通常支払うべき金額を請求します。 

３ 乙の事情変更等に基づく解約にあたっては、契約解除月の
翌月以降の授業料等は徴収しないものとします。 

４ 返還金がある場合は、乙は甲の指定する方法で、解約の意
思表示を確認した日から３０日以内に返還するものとします。 

５ 未納金がある場合は、甲は契約書に定める方法で、解約の
意思表示をした日から３０日以内に支払うものとします。 

 
第９条（強制解約） 
乙は、甲または塾生が以下の各項に示す事由に一つでも該当

する場合に、本契約を解除できるものとします。 
１ 授業料等の費用を納入期日から１カ月以上滞納した場合 
２ 塾生の欠席が理由なく１カ月以上続いた場合 

３ 塾生が講師の指示に著しく従わない場合 
４ 他の塾生の妨げになる行為が著しくみられる場合 
５ 乙に不当な要求をした場合 
６ 乙の名誉を著しく傷つけた場合 
 
第１０条（休 塾） 
１ 甲は、塾生に以下に示す事由が発生した場合、乙に対して
休塾申請をし、乙がそれを承認した場合において、休塾申請
した月の翌月のみ休塾できるものとします。 
(1) 予期しない怪我又は病気により、長期の入院が予想され

る場合 
(2) 予期しない怪我又は病気により、長期にわたり通塾が困

難と判断される場合 
２ 授業料については、休塾申請を乙が承諾した場合に休塾月
分のみ免除することができるものとします。 

３ 休塾申請期間は１カ月とし、休塾月を継続して申請できな
いものとします。 

４ 休塾月に甲から解約の意思表示があった場合は、授業料の
免除を無効とし、乙は第８条第１項に準じて授業料等を請求
できるものとします。 

５ 甲が、乙に対して休塾申請をする際は、文書またはメール
により実施するものとします。この際、乙が文書を受領また
はメールを受信した日を休塾申請した日とします。 

 
第１１条（臨時休講） 
１ 乙は、以下に示す場合において臨時休講をする場合があり
ます。 
(1) 地震・台風等の天災などにより、塾生または講師に対し

て危険が生ずると判断した場合 
(2) 講師の怪我、緊急入院などにより、授業をすることが困

難と判断した場合 
(3) 講師の親族の緊急入院または葬儀が生じた場合 
(4) その他、当塾が使用する施設の管理者の都合により急遽

施設の使用が停止された場合 
２ 乙は、臨時休講する場合の上記項目のうち、(1)の場合を除
き、休講に相当する金額として、月の授業料の四分の一に当
たる金額を、甲の指定する方法で、上記事由が発生した日か
ら３０日以内に返還します。 

 
第１２条（免 責） 
 乙は、以下に示す場合において、一切の責任を負いかねます。 
１ 授業中において、塾生が乙の指示に従わず、その行動によ
り塾生自身に生じた損害及び塾生自身の不注意により生じた
塾生自身の損害 

２ 乙の施設外において発生した事故やトラブル 
３ 塾生の荷物の盗難及び紛失 
４ 塾生の能力が向上しないこと及びそれに起因する損害 
５ 乙のアドバイスに従ったことによる甲及び塾生の損害 
 
第１３条（損害賠償請求） 
 乙は、以下の示す場合において、甲に対して損害賠償請求が
出来るものとします。 
１ 第８条第１項（１）及び（３）に該当する場合 
２ 第９条に該当する場合 
(1) 授業料未納の場合については、未納分の授業料及び通常

生ずる損害の額として１カ月分の授業料に相当する額 
(2) その他の事由による場合は、それにより生じた損害に相

当する額 
３ 第１０条第４項に該当する場合 
４ 甲または塾生の故意により損害が生じた場合 
  甲または塾生の故意により生じた損害に相当する額 
 
第１４条（個人情報保護） 
 本契約に際し、乙が収集した個人情報に関しては、乙の役務
の提供及びサービスのご案内にのみ使用し、第三者への提供は
行いません。 
 
第１５条（紛争の解決） 
１ 本約款に定める事項について疑義が生じた場合、その他本
約款に関して紛争が生じた場合は、両者協議の上、解決する
ものとします。 

２ 本約款に定めのない事項については、民法及びその他の関
連諸法によるものとします。 

 
第１６条（約款の変更） 
１ 社会情勢、その他諸般の状況変化等により、約款の変更が
必要な場合は、乙は書面またはホームページ等により甲に対
し公表することにより、本約款の各条項を変更できるものと
します。 

２ 第１項における公表は、変更日の１カ月以上前とします。 
３ 甲は、本約款の変更を理由にして、本契約を解除すること
ができます。 

 
令和３年１月１日 


